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～ 事業内容の見方について ～ 

◎ 事業名称の先頭に 

 「 」とあるのは、新規事業です。 

   「 」とあるのは、事業内容の拡充を行った事業です。 



○大幅な支援拡充により、 「誰もが子育てしやすい環境」を整備

○ 「出会いから巣立ちまで」の切れ目ない支援を実現

・ 「日本一の不妊治療支援」 「日本一の男性育休支援」に続き、 「日本一の多子世帯応援」を実現

○ 「地域全体で」子育てを応援

・今後も、現状の課題を整理し、サポート体制の充実等に一層注力

「ふく育県」の子育て応援

不妊治療費助成
自 己 負 担 額 は 最 大 ６ 万 円 ま で

伴走型相談体制の整備
妊娠から出産・子育てまで身近に相談

病 児 ・ 病 後 保 育 の 無 償 化
「ふく育さん」の派遣
家事育児を手助けするサポーターを整備

医療的ケア児の
保育・在宅生活サポート

男性の育休取得を促進
県 内 企 業 への 奨 励 金

０ ～ 2 歳 児
保 育 料 の 無 償 化
所 得 制 限 を撤 廃

若者夫婦にお祝い金
最大 １ ０ ０ 万 円

結婚相談所、地域の縁結びさんによる
出会いの機会の創出・結婚までの伴走支援

おむつ持ち帰りをゼロに
保育所でのおむつ処分費用を支援

住まいの確保
空 き家 の 購 入 ・ リ フ ォ ー ム 、 多 世 代 同 居 の た めの リ フ ォ ー ム に 、 最 大 ６ ０ 万 円

こどもも親もうれしい！
「出会いから巣立ちまで」、ライフステージを通した切れ目のない支援を実現

こどもも親も安心！
誰もが仕事・子育て等の希望を叶えられるよう、「地域全体で」若い世代を応援

0 ～ 2 歳 児
在 宅 で の 育 児 を 応 援
月 1 万 円 支 給
所 得 制 限 を撤 廃

県 内 大 学 、 専 修 学 校 等 の 授 業 料 支 援
年 収 2 7 0 ～ 3 8 0 万 円 未 満 は 1 / 3 を減 免
年 収 3 8 0 ～ 6 0 0 万 円 未 満 は 1 / 4 を減 免

「 ふ く育 」 応援団
県 内 店 舗 な ど で
優 待 サ ー ビ ス 提 供

子 ど も 医 療 費 の 支 援
就 学 前 ま で 自 己 負 担 な し 、 中 3 ま で 一 部 自 己 負 担

もっと 楽しく

県 立 高 校 ・ 私 立 高 校 の 授 業 料 無 償 化
所 得 制 限 を撤 廃

ゆとり を

親子向けイベント

日本一の不妊治療支援

お得 に

日本一の男性育休支援
こども家庭センターの設置
子育てに関する相談をワンストップで実施

妊娠 ・出産時の経済支援
そ れ ぞ れ ５ 万 円 を 給 付

産後ケアの実施
産後の母子の心身をケア

結
婚

妊
娠
・
出
産

乳
幼
児
期
・
小
中
学
校

大
学
等

高
校

ふく育ポイント
子 ど も 一 人 あ た り
1 , 5 0 0 円 分発 行

３ ～ ５歳児保育料の無償化

保育人材の確保
保育士等の処遇改善

第2子～

日本一の多子世帯応援

一 時 預 か り 、 送 り 迎 え 、 生 活 支 援 料 金 の 無 償 化 第2子～

子育てマイスターへの相談
地域において気軽に相談できる味方

女性の健康相談窓口の運営
母体に関する悩みを気軽に相談

こども療育センターの運営
心身障がい児の療育相談等を実施

第2子～

多子世帯
（扶養２人以上）

多子世帯
（扶養２人以上）
（扶養３人以上）

いつでも相談

ひとり親家庭の
病児・病後児保育、 放課後
児童クラブの利用料支援
多様な学びを支援

一時預かり 、 送 り迎え 、 生活支援 料金への支援

第2子～

ふく育タクシーの運行
妊婦・子育て世帯の外出サポート

スクールカウンセラーへの相談

ヤングケアラーのサポート
オンラインサロンによる相談、
家庭訪問等を実施

一緒にサポート

全天候型の遊び場整備

男性の家事育児を応援

ベビサポトイレの整備



　

１　人口減少対策

制度拡充

[485,130]

制度拡充

[10,080]

予 算 額
［５年度６月現計］

（単位：千円）

　第２子以降の０歳から２歳児を在宅で育児する世帯への手当支給により、多子世帯の子
育て費用の負担を軽減します。

　　　　　　　　 在宅育児応援手当を支給（所得制限撤廃）
　　　　　　　　　   支給額　１万円／月
　　開始時期　　 令和６年９月
　　補 助 率　   県１０／１０
　　所 要 額　　 １．８億円／年

（健康福祉部児童家庭課）

　第２子の保育料無償化（０歳から２歳児）により、多子世帯の子育て費用の負担を軽減
します。

　　　　　　　　 （所得制限撤廃）
　　開始時期　　 令和６年９月
　　補 助 率　   県１０／１０
　　所 要 額　　 ３．６億円／年

（健康福祉部こども未来課）
第２子以降の在宅育児応援手当の支給
（ふくい在宅育児応援手当支給事業）

第２子の保育料の無償化（すくすく保育支援事業）

年収 ～２６０万円 ～３６０万円 ～６４０万円 ６４０万円～

国の幼児教育・保育無償化

子だくさんふくいプロジェクト

拡大予定（令和６年９月～）

３ ～ ５歳

第１子

第２子０ ～ ２歳

第３子以降

年収 ～２６０万円 ～３６０万円 ～６４０万円 ６４０万円～

子だくさんふくいプロジェクト

拡大予定（令和６年９月～）

０ ～ ２歳

第１子

第２子

第３子以降

乳幼児期

乳幼児期
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制度拡充

[－]

制度拡充

[1,925,636]

多子世帯（扶養２人以上）の高校授業料の無償化
（私立高等学校等就学支援事業）

（教育庁教職員課）
多子世帯（扶養２人以上）の高校授業料の無償化
（県立高等学校就学支援事業）

　扶養する子どもが２人以上いる世帯の生徒の授業料を免除することにより、多子世帯の
子育て費用の負担を軽減します。

　　　　　　　　 県立高等学校の授業料を免除（所得制限撤廃）
　　開始時期　 　令和６年４月
　　所 要 額　　 ３億円／年

（総務部大学私学課）

　扶養する子どもが２人以上いる世帯の生徒の授業料を免除することにより、多子世帯の
子育て費用の負担を軽減します。

円以上かつ扶養する子どもが２人以上の世帯の
　　　　　　　　 私立高等学校等の授業料を無償化（所得制限撤廃）
　　開始時期　 　令和６年４月
    補 助 率     県１０／１０
　　所 要 額　　 ３．５億円／年

年収 ～２７０万円 ～５９０万円 ～９１０万円 ９１０万円～

国の就学支援金

県独自の授業料等減免補助（令和２年４月～）

拡大予定（令和６年４月～）

授業料無償化

年収 ～９１０万円 ９１０万円～

国の就学支援金

拡大予定（令和６年４月～）

授業料無償化

高校

高校
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制度拡充

[－]

子育て応援のための基金積立（地域振興基金） 5,000,000

[－]

結婚支援市町応援事業 91,400

[190,521]

　地域振興基金を積み増しし、ライフステージを通じて切れ目なく子育て世帯を応援する
ことにより、「ふく育県」の施策を進めていきます。

　若い世代の結婚に対する機運醸成を図るため、新たに３市に居住する新婚世帯の新生活
に伴う経費を支援します。
　　事業内容　結婚新生活支援事業
                　新婚世帯の家賃や引っ越し費用等を最大６０万円支援
　　　　　　　Ｕ２９夫婦支援事業
               　 ２９歳以下（Ｕ２９）夫婦に３０万円を支給
　　　　　　　Ｕ２５夫婦支援事業
                　２５歳以下（Ｕ２５）夫婦に１０万円を支給
　　支 援 額  あわせて最大１００万円
　　実施主体  市町（福井市、鯖江市、勝山市を追加）
　　財　　源  地域少子化対策重点推進交付金

（未来創造部県民協働課）

（総務部大学私学課）
多子世帯の県内大学等の授業料減免
（高等教育修学支援事業）

（健康福祉部こども未来課）

　県内高校から県内高等教育機関へ進学する学生の授業料の一部を減免することにより、
多子世帯の子育て費用の負担を軽減します。
　　事
　　　　　　　　 授業料の一部を上乗せ支援（所得制限あり）
　　開始時期　　 令和６年４月
　　補 助 率  　 世帯年収２７０～３００万円　県１／３（国２／３）２人以上扶養世帯
　　　　　　　　 　 〃　 ３００～３８０万円　県１／３（国１／３）２人以上扶養世帯
　　　　　　　　 　 〃　 ３８０～６００万円　県１／４（国１／４）３人以上扶養世帯
　　所 要 額　　 ２．３億円／年

年収 ～２７０万円 ～３００万円 ～３８０万円 ～６００万円

国制度（授業料減免）

県独自支援予定（令和６年４月～）

授業料減免

大学等

２人以上扶養世帯 ３人以上扶養世帯

国２／３

国１／３ 国１／４

県１／３

県１／３
県１／４

国１０／１０
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23,281

[－]

福井県子ども・子育て支援計画推進事業 4,946

[－]

国民健康保険の産前産後保険料免除 485

[－]

　母子保健と児童福祉の一元的なマネジメント体制の構築を図るために必要な整備費等の
支援により、双方の相談機関の連携強化を推進します。
　　事業内容　子育て世代包括支援センターおよび子ども家庭総合支援拠点双方の
　　　　　　　機能を一体的に有する施設の整備等への支援
              　　補助率　国９／１０（市町１／１０）
　　　　　　　開設に向けた準備への支援
　　　　　　　　　補助率　国２／３、県１／６（市町１／６）
　　実施主体　福井市
　　財　　源　安心こども基金（子育て支援対策臨時特例交付金）

（健康福祉部こども未来課）母子保健・児童福祉一体的相談支援機関整備事業

　国民健康保険制度の改正に伴い、産前産後期間の国民健康保険料を免除します。
　　事業内容　出産する被保険者の産前産後期間相当分（４か月分）の均等割保険料と
　　　　　　　所得割保険料を免除
　　負担割合　県１／４（国１／２、市町１／４）
　　開始時期　令和６年１月（予定）

（健康福祉部こども未来課）

　「福井県子ども・子育て支援計画」の改定にあたり、県内の子育て環境や県民ニーズを
把握するための調査を実施します。
　　事業内容　県内の子育て環境や現状、子どもや子育て世帯が抱えている課題や
　　　　　　　求めている支援内容等についてのアンケート調査を実施

（健康福祉部健康医療局健康政策課）
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（１）土木・農林施設の早期災害復旧

7,402,890

①土木部

　災害復旧事業 4,257,932

　道路や河川など被災した施設の復旧工事を行います。

　再度災害防止事業（県単） 65,000

　災害応急対策事業（県単） 283,500

河川 箇所

砂防 箇所

２　令和５年７月大雨災害への対応等

災害復旧事業等
（補助事業、災害関連事業、応急対策事業等）

合計 65,000

　河川の堆積土砂除去や土のう設置など応急対策や被災箇所の補修を行います。

２７

河川 65,000 羽生川（福井市大宮町　他）

予 算 額
（単位：千円）

合計 4,257,932

（土木部、農林水産部）

所要額 主な箇所

補
助

道路災害 925,411 福井四ヶ浦線（福井市大味町）等　21箇所

河川災害 1,360,047 滝波川（勝山市野向町聖丸）等　42箇所

砂防災害 870,474 野津又川（勝山市野向町北野津又）等　19箇所

土砂撤去　等 40箇所

１

　河川の堤防嵩上げによる再度災害防止対策工事を行います。

所要額 主な箇所

県
単

道路災害 608,100 道路の土砂撤去　等 80箇所

河川災害 177,900 流木撤去　等 62箇所

砂防災害 316,000
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②農林水産部

　災害復旧事業 1,905,958

　林道・治山施設や農地・農業用施設などの災害復旧工事を行います。

県
単

　災害関連事業（補助） 368,000

　災害応急対策事業（県単） 522,500

林道 箇所

治山 箇所

農業用施設 箇所

 ※県補助率のかさ上げにより地元負担なし

　 (県単小規模土地改良事業50%→75%、農業用用排水緊急対策特別事業40％→75％)

主な箇所

緊急治山

　再発防止のため緊急に行う治山工事や農村公園施設の復旧工事を行います。

所要額

350,000 大規模荒廃山地（福井市城有町）等      2箇所

３２

８９５

主な箇所

補
助

林道施設災害 740,000 林道栃神谷線（勝山市村岡町）　等　　 75箇所

治山施設災害 350,000 治山施設（福井市蒲生町）　　　等 　 　3箇所

耕 地 災 害 665,958

７７

所要額

　小規模な山林・農地被害の復旧工事や応急対策を行います。

生活環境施設 18,000 農村公園施設（福井市鹿俣町）

合　計 368,000

水路（あわら市波松）　　　　　等　　394箇所

治山施設災害 150,000 治山施設（福井市蒲生町）　　　等 　　19箇所

合　計 1,905,958
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（２）公共施設の早期災害復旧

奥越高原青少年自然の家災害復旧事業 2,198

ふくい農業ビジネスセンター災害復旧事業 10,000

（３）公共事業

ゼロ県債の設定について －

〈債務負担行為〉 〈2,140,000〉 

・台風７号の影響による海岸漂着物への対応 36,788

36,788

　大野市内宿谷川の砂防堰堤内の取水口に土砂が堆積し断水が生じたため、取水口設置者
である県および大野市が共同で土砂の撤去を行います。
　　事業内容　  負担金交付による宿谷川の砂防堰堤内の土砂撤去
　　負担割合　  県１／２（大野市１／２）

　新年度当初から工事に着手し、令和５年７月大雨災害の早期復旧や年間を通した工事の
平準化を図るため、ゼロ県債を設定します。
　　設定内容　２１．４億円

（農林水産部中山間農業・畜産課）

　敷地内の法面崩落により構内道路が被災したため、復旧工事を行います。
　　財源　一般単独災害復旧事業債

（教育庁生涯学習・文化財課）

（土木部）

予備費（５年度）による対応

予備費（５年度）対応　計

　　被害箇所　鮎川海岸、鷹巣港海岸、白浜漁港　等

7



　

３　感染症・物価高騰の影響を受けた事業者への支援

330,000

[3,973,159]

既決予算で対応

[1,100,000]

[1,249,209]

65,800

[－]

・低所得の子育て世帯に対する特別給付金（低所得のひとり親世帯分） 42,467

42,467

　新型コロナウイルス感染症や物価高騰の影響により売上等が減少した企業の経営改善等
を後押しするため、新型コロナウイルス感染症・物価高騰伴走支援資金の融資枠を増や
し、中小企業の資金繰りを継続して支援します。
　　事業内容　新型コロナウイルス感染症・物価高騰伴走支援資金
　　　　　　　　　融　資　枠　１５０億円→３５０億円
　　　　　　　　　融資限度額　１億円
　　　　　　　　　融 資 期 間　１０年以内（据置５年以内）
　　　　　　　　　保証料補給　全額補給

電気・ガス価格高騰緊急対策事業 （産業労働部経営改革課）

　電気・ガス価格の高騰に伴い、大きな影響を受ける事業者の事業継続を幅広く支援する
ため、対象要件を緩和します。
　　対象者  県内に本社を有し、下記の要件を全て満たす中小企業者
　　　　　　　　　 ①高圧電力、特別高圧電力を契約している、または工業用ガスを契
　　　　　　　　　　 約していること

５％以上
　　　　　　　　　　 であること　→　３％以上であること
　　　　　　　　　 ③令和５年４月から９月までのいずれか１月の電気・ガス料金が前
　　　　　　　　　　 年同月に比べ増加していること
    支給額　増加額が１０万円以上　　　　　　６０万円／件
　　 　 　　増加額が５万円以上１０万円未満　３０万円／件
　　　　　　増加額が５万円未満　　　　　　　１５万円／件

県制度融資（新型コロナ・物価高騰対策）の融資枠拡大 （産業労働部経営改革課）

予 算 額
［５年度６月現計］

（単位：千円）

ふくい業務改善・賃上げ応援事業 （産業労働部労働政策課）

物価高騰・新型コロナウイルス感染症対策予備費（５年度）による対応

物価高騰・新型コロナウイルス感染症対策予備費（５年度）対応　計

　最低賃金の過去最大の上げ幅での改定を見越し、国の業務改善助成金に県独自の上乗せ
を行うとともに、全国平均以上の賃上げを行う事業者に対し奨励金を支給することによ
り、賃上げを行いやすい環境を整備します。
　　事業内容　　 国の業務改善助成金への上乗せ
　　　　　　　　 　　対　象　者　国の業務改善助成金の支給決定を受けた者
　　　　　　　　 　　補　助　率　国助成金支給決定額の１／１０

　　　　　　　　 　　対　象　者　国の業務改善助成金の申請者であり、事業場内最低賃
　　　　　　　　 　　　　　　　　金を全国平均（１，００４円）以上に引き上げる者
　　　　　　　　 　　支　給　額　対象となる労働者１人あたり１０万円
　　　　　　　　 　　支給上限額　１事業者あたり１００万円
　　事業期間　　 令和５年度

5年度6月補正

4年度2月補正
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４　北陸新幹線福井・敦賀開業対策（観光・交通・賑わいづくり）

省エネタクシー車両導入緊急支援事業 28,000

[－]

地域鉄道人材確保支援事業 6,007

[－]

新幹線二次交通等整備支援事業 254

[21,651]

関西圏での観光・物産ＰＲ拠点設置事業 －

〈67,000〉 

[47,000]　令和６年夏に開業予定のＪＲ大阪駅隣接の大型複合施設内に設置する北陸三県情報発信
拠点の開設準備のため、賃貸借契約を締結します。
　　事業内容　北陸三県連携による関西情報発信拠点の賃料等（５年間）

予 算 額
［５年度６月現計］

（単位：千円）

（未来創造部新幹線・交通まちづくり局交通まちづくり課）

　北陸新幹線福井・敦賀開業により増加が見込まれる観光客等の利便性向上を図るため、
新たに新幹線駅等から観光地を周遊するための移動手段を整備する市町を支援します。
　　事業内容　敦賀市内におけるまちなか周遊バスの運行
　　　　　　　（ぐるっと敦賀周遊バスの増便等）
　　補 助 率　県１／２（敦賀市１／２）（３年間）
　　開始時期　令和６年３月（予定）

（未来創造部新幹線・交通まちづくり局交通まちづくり課）

　ＬＰガススタンド廃止の影響を受ける地域において、タクシー車両をＬＰガス車両から
省エネ性能の高い車両に入れ替えるタクシー事業者を支援します。
　　補助対象　省エネタクシー車両（ＨＶ、ＥＶ、ＰＨＥＶ、ＦＣＶ）への入替
　　補 助 額　新　車　６０万円／台
　　　　　　　中古車　４０万円／台
　　　　　　　（ＥＶ、ＰＨＥＶ、ＦＣⅤ、車いす対応は２０万円／台加算）
　　補 助 率　県１／２（市町１／２）
　　事業期間　令和５年度～６年度

（交流文化部新幹線開業課）

（未来創造部新幹線・交通まちづくり局地域鉄道課）

　地域鉄道に必要な人材確保および離職防止を支援することにより、安定的に利便性の高
いダイヤによる運行を可能にします。
　　事業内容　地域鉄道人材確保緊急対策会議およびタスクフォースの設置
　　　　　　　地域鉄道就職説明会等の開催支援（既決予算）
　　　　　　　運転士支援システムの導入
　　　　　　　　　対象者　福井鉄道、えちぜん鉄道
　　　　　　　　　補助率　県２／３（国１／３）
　　事業期間　令和５年度～６年度

〈債務負担行為〉
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開業直前！冬の北陸旅キャンペーン事業 8,000

[－]

ＦＵＫＵＩＲＡＹＳ育成・全国魅力発信事業 300,000

[14,447]

福井駅周辺商業エリアの集客回復に向けた緊急対策事業 38,000

[－]

（交流文化部観光誘客課）

（交流文化部文化・スポーツ局スポーツ課）

　ふるさと納税等による寄付金の受入見込みを踏まえ、県民応援チーム「ＦＵＫＵＩＲＡ
ＹＳ」の強化や広報のための補助制度を創設し、県民に愛されるチーム作りを支援しま
す。

　　財　　源　　 ふるさと納税、企業版ふるさと納税

（産業労働部商業・市場開拓課）

　人出や消費の減少が続く福井駅周辺において、福井市と連携して賑わい創出・消費拡大
を図るとともに、県内事業者が新幹線開業に向けて開発した商品等を広く周知します。
　　事業内容　新幹線開業に向けて出店した店舗や商品を紹介する販売会の開催
　　　　　　　販売会への集客を図るため、集客力のある県外の有名店舗の誘致
　　　　　　　福島県産水産加工品の販売

　北陸新幹線福井・敦賀開業により１時間以内でつながる北陸三県が協力し、冬の北陸旅
行を促す共同広告等を実施するとともに、本県独自にキャンペーンを実施し、県内外から
の誘客を促進します。
　　事業内容　北陸三県で新聞広告を実施
　　　　　　　ＳＮＳ投稿者に対し抽選により本県特産品をプレゼント
　　　　　　　　　実施期間　令和６年１月上旬～３月上旬
　　　　　　　ふくいｄｅお得キャンペーンを実施（既決予算）
　　　　　　　　　実施期間　令和６年１月上旬～３月上旬
　　　　　　　　　実施内容　対象地域から県内に宿泊の方にデジタル地域通貨を進呈
　　　　　　　　　対象地域　本県を含む北陸新幹線沿線、北関東地域
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５　「福井県長期ビジョン」の推進

次世代につなぐ美しい県立学校リノベーション事業 －

〈28,401〉 

[2,094,310]

「社員ファースト企業」推進事業 3,000

[6,144]

敦賀港ふ頭用地機能強化事業 150,000

[150,000]

立地地域避難経路安全確保事業 21,000

[－]

６　その他

福島県の漁業者を応援 既決予算で対応

　原子力発電所立地地域において、避難経路の改良など防災対策の充実を図ります。
　　事業内容　災害時の円滑な避難のための避難経路の改良・安全対策
　　事業期間　令和５年度～９年度
　　財　　源　安全確保交付金（国１０／１０）

（土木部港湾空港課）

　敦賀港鞠山南地区において、コンテナを積み上げられるトランスファークレーンの導入
に必要な舗装改良を前倒して行うことにより、貨物を早期集約し、用地の有効活用を図り
ます。
　　事業内容　敦賀港鞠山南地区ふ頭用地の舗装改良
　　総事業費　３億円

（防災安全部危機管理課）

　「社員ファースト企業」制度の認知度が向上し、働きやすい職場環境づくりに取り組む
企業が増加しているため、それぞれの活動をさらに後押しできるよう支援を強化します。
　　事 業 内 容　働きやすい職場環境づくりに取り組む企業への補助金
    補 助 対 象　社内研修やアドバイザー活用に係る経費
　　補　助　率　県１／２
　　補助上限額　１５万円
    採 択 件 数　３２件（２０件追加）

予 算 額
［５年度６月現計］

（単位：千円）

（部局連携：産業労働部商業・市場開拓課、農林水産部流通販売課、水産課）

　原発処理水の海洋放出による風評の払拭に向けて、県が主催するイベント等において福
島県産の水産物のＰＲを行います。
　　事業内容　アンテナショップにおける福島応援フェアの実施
              県庁前広場における水産物販売会の実施
　　　　　　　「ふくい農林水産グルメイベント」において水産物のＰＲコーナーを設置
　　　　　　　福井駅周辺商業エリアにおける水産加工品の販売（再掲：９月補正）

予 算 額
（単位：千円）

（教育庁教育政策課）

　勝山市の新中学校建設に合わせて、老朽化した勝山高校の校舎の大規模改修工事を実施
し、中学生・高校生双方にとって快適で利用しやすい学習環境を整備します。
　　事業内容　勝山高校特別教棟のリノベーション事業
　　財　　源　公共施設等適正管理推進事業債　等
　　　　　　　（グリーンボンド債の発行により資金調達）

〈債務負担行為〉

（産業労働部労働政策課）

11


